
　BIPROGYチャレンジド（株）では、通勤が困難な身体に障害のある人や、
就職のハードルが高くなりがちな精神障害のある人を積極的に採用し、完
全在宅勤務制度の導入を通して雇用の継続に繋げてきた。主な事業として、
専門性の高い「ウェブアクセシビリティ診断サービス」を行っている。
2021年の障害者差別解消法改正により、民間事業者にも合理的な配慮の提
供が義務化されることから、業務の拡大が見込まれている。
　テレワークの活用は、通勤困難者の雇用の機会の確保に繋がりうるもの
であることに加えて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴うリスク
を低減し、事業継続を確保する点でも有効であった。物理的な距離を感じ
させず、全員が安心して働けることを目指し、勤怠管理、日報管理、情報
共有、メール、業務アプリなど全てITサービスを活用し、全社員がリア

ルタイムに情報を共有している。ITの活用に係る情報セキュリティ研修は毎年、e-learningと対面
型研修で行っている。また、毎日朝夕の２回、15～30分程度のウェブ会議は、健康状態の把握も兼
ねている。必要に応じて外部の産業カウンセラーに相談ができる仕組みを作るなど、外部契約も行
うことで、働く環境整備に取り組んでいる。勤務時間はコアタイムなしのスーパーフレックス制を
導入し、勤務時間中の中抜けを可能とするなど、個々の健康状態に合わせた働き方を推進している。
　2021年度は、障害者関連団体や人材紹介会社経由からの採用に加え、新たに愛知障害者職業能力
開発校経由の採用ルートを構築した。他の地域の職業訓練校等との関係も構築するなど、就業を希
望する障害のある人との接点を増やすことで、事業推進の目的にあった有望な人材を発掘すべく、
完全在宅勤務制度の利点も活かして全国の障害のある人を対象に採用活動を行っていく方針である。
　今後も、ICTサービスを最大限に活用し、全員がリアルタイムに情報を共有し、１人１人の障害
特性に合った柔軟な働き方をすすめ、働きやすく働きがいのある「職場」の態勢を継続していく。

<テレワーカーＡさんの声>
　人材紹介会社を通して入社しました。応募の決め手は、
完全在宅制だったことと、元々自分が得意だったウェブ
に関係した業務であったことです。採用までに３回も面
接が行われ、支援員や家族も交えての面接もありました。
私の障害を理解してくれそうなことと、完全在宅制で
あっても、私の支援員とも連絡を取りしっかりサポート
してくれそうなことが、入社の決め手となりました。実
際に検査業務をしていく上で、ウェブアクセシビリティ

の考え方について常に新しい発見があり、自分の能力が発揮できそうだと感じています。一日も早
く戦力になれるように頑張りたいと思います。
<テレワーカーＢさんの声>
　病気が原因で車椅子生活しています。公共交通機関が発達していない地方では、通勤することは
非常に困難なため、テレワークという働き方が私には必要でした。
　コミュニケーションをとることが苦手なのですが、週一回の雑談の時間を有効に活用して何とか
みんなの輪の中に入る努力をしています。最近では、沖縄、秋田、愛知から新メンバーが加わり、
少し会社の雰囲気が変わってきました。変化を嫌うのではなく、変化を取り入れ自分自身も変わっ
てもっと社会の役に立てるように頑張っていきたいと思っています。

障害のある人が専門性の高い業務を担い主力となって活躍する事例

活躍するテレワーカーからの声

ICT等を活用した障害のある人の雇用の事例 
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（４）就労に向けた各種訓練の推進
　国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局においては、一般就労を希望する障害のあ
る人に対して、就労に必要な知識や技能を獲得させるため、障害福祉サービス（就労移行支援）
を実施している。身体障害、高次脳機能障害又は発達障害のある人には、生産活動、職業体験等
の必要な訓練を、視覚に障害のある人には、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の国家
資格取得のための教育訓練をそれぞれ行い、就労に関する相談や支援を通じて、障害のある人の
適性に見合った職場への就労とその定着のための支援を行っている。

（５）障害のある人の創業・起業等の支援
　生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯、障害者世帯等に対し、資金の貸付けと必要な相談支援
を行うことにより、その経済的自立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進
を図り、安定した生活を送れるようにすることを目的に、都道府県社会福祉協議会を実施主体と
して運営されている。本制度の資金種類の１つとして、「福祉資金」が設けられており、障害者
世帯が生業を営むために必要な経費や技能習得に必要な経費及びその期間中の生計を維持するた
めに必要な経費等の貸付を行っている。
　また、経済産業省では、地域経済を活性化させるため、「産業競争力強化法」（平成25年法律第
98号）の認定市区町村（2021年12月現在で1,456市区町村）において、新たに創業を行う者に対
して、ワンストップで支援する体制を整備するとともに、税制面の優遇、融資制度などの支援策
を行っており、障害のある人も活用できる制度となっている。

（６）障害のある人の就労支援における農福連携
　障害者就労施設において、稲作や野菜、果樹、花き、畜産、農産加工や販売等、幅広い分野で
農業活動等が取り組まれている。農業を通じて高い賃金・工賃を実現している事業所もあり、障
害のある人の就労機会の確保や賃金・工賃の向上といった面のみならず、地域の農業における労
働力不足への対応といった面でも意味のある取組であり、農業と福祉の連携の推進を図ることは
重要となっている。
　このため、農林水産省では、障害のある人の農業分野における雇用・就労の促進のため、農業
用ハウスや加工・販売施設の整備、障害のある人を受け入れる際に必要となる休憩所や手すり等
の安全設備の整備、障害のある人が農業技術を取得するための研修、障害のある人の農業分野で
の定着を支援する専門人材の育成等の取組を支援している。
　一方、厚生労働省では、農福連携による障害のある人の就労支援を推進する取組として、農業
に関するノウハウを有していない就労継続支援事業所に対する農業に係る指導・助言や６次産業
化の推進を支援するための専門家の派遣、農業に取り組む就労継続支援事業所における農福連携
マルシェ（市場）の開催等を支援しており、2021年度は46道府県で支援を実施した。
　これらの取組を通じて、関係省庁が連携しつつ、優良事例や支援策の周知を含め積極的に情報
発信を行い、農業と福祉の連携や、それを通じた障害のある人の賃金・工賃の向上の推進に取り
組むこととしている。
　さらに、農福連携について、全国的な機運の醸成を図り、今後強力に推進していく方策を検討
するため、2019年４月に省庁横断の会議として「農福連携等推進会議」を設置し、2019年６月の
第２回会議において、農福連携を推進するための取組をまとめた「農福連携等推進ビジョン」を
策定し、当該取組を関係省庁等と連携して実施している。
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■図表３-14　農福連携等推進ビジョン（概要）

資料：厚生労働省及び農林水産省

■図表３-15　農福連携による障害者の就農促進プロジェクト

農福連携等による障害者の就労促進プロジェクト（工賃向上計画支援等事業特別事業）

事業の趣旨

実施主体

都道府県
※社会福祉法人等の民間団体へ委託して実施することも可

農業・林業・水産業等の分野での障害者の就労を支援し、障害者の工賃水準の向上及び農業等の支え手の拡大を図るとともに、
障害者が地域を支え地域で活躍する社会（「１億総活躍」社会）の実現に資するため、障害者就労施設への農業等に関する専門
家の派遣や農福連携マルシェの開催等を支援する。また、過疎地域における取組を後押しする。

補助内容・補助率

○農業等の専門家派遣による６次産業化の推進
農業等に関するノウハウを有していない障害者就労施設に対する技術

指導・助言や６次産業化に向けた支援を実施するための専門家の派遣
等に係る経費を補助する。

○農福連携マルシェ開催支援事業
農業等に取り組む障害者就労施設による農福連携マルシェの開催に係

る経費を補助する。（ブロック単位でも開催可）

○意識啓発等
農業等に取り組む障害者就労施設の好事例を収集し、セミナー等を開

催する経費を補助する。

○マッチング支援
農業等生産者と障害者就労施設による施設外就労とのマッチング支援

を実施する経費を補助する。

※過疎地域における取組を優先的に補助。

＜事業のスキーム＞

厚生労働省

都道府県

補助 補助率：１０／１０

障害者就労施設

農業の取組推進⇒６次産業化

農福連携マルシェへの参加

農福連携マルシェの
開催※委託による実施可

専門家の派遣等の
支援等※委託による実施可

2021年度予算額 2022年度予算額 増▲減額
337,645千円 → 337,648千円 ＋3千円

資料：厚生労働省
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（７）職場での適応訓練
ア　職場適応訓練
　障害のある人に対し、作業環境への適応を容易にし、訓練修了後も引き続き雇用されること
を期待して、都道府県知事又は都道府県労働局長が民間事業主等に委託して実施する訓練で、
訓練生には訓練手当が、事業主には職場適応訓練費（２万４千円/月）が支給される（訓練期
間６か月以内）。また、重度の障害のある人に対しては、訓練期間を長くし（１年以内）、職場
適応訓練費も増額（２万５千円/月）している。

イ　職場適応訓練（短期）
　障害のある人に対し、実際に従事することとなる仕事を経験させることにより、就業への自
信を持たせ、事業主に対しては対象者の技能程度、適応性の有無等を把握させるため、都道府
県知事又は都道府県労働局長が民間事業主等に委託して実施する訓練で、訓練生には訓練手当
が、事業主には、職場適応訓練費（960円/日）が支給される（訓練期間２週間以内（原則））。
また、重度の障害のある人に対しては、訓練期間を長くし（４週間以内（原則））、職場適応訓
練費も増額（1,000円/日）している。

（８）資格取得試験等（法務関係）における配慮
　司法試験においては、障害のある人がその有する知識及び能力を答案等に表すに当たり、その
障害が障壁となり、事実上の受験制限とならないために、障害のない人との実質的公平を図り、
そのハンディキャップを補うために必要な範囲で措置を講じている。具体的には、視覚障害者に
対する措置として、パソコン用電子データ又は点字による出題、解答を作成するに当たってのパ
ソコンの使用、拡大した問題集・答案用紙の配布、試験時間の延長等を、肢体障害者に対する措
置として、解答を作成するに当たってのパソコンの使用、拡大した答案用紙の配布、試験時間の
延長等を認めるなどの措置を講じている。
　司法書士試験、土地家屋調査士試験及び簡裁訴訟代理等能力認定考査においては、その有する
知識及び能力を答案等に表すことについて障害のない人と比較してハンディキャップを補うため
に必要な範囲で措置を講じている。具体的には、弱視者に対する拡大鏡の使用や記述式試験の解
答を作成するに当たってのパソコンの使用、また、試験時間の延長を認める等の措置を講じている。

（９）福祉施設等における仕事の確保に向けた取組
ア　これまでの取組
　「重点施策実施５か年計画」（2008年度～2012年度）において、国は公共調達における競争性
及び公正性の確保に留意しつつ、福祉施設等の受注機会の増大に努めるとともに、地方公共団
体等に対し、国の取組を踏まえた福祉施設等の受注機会の増大の推進を要請することとされて
いた。これを踏まえ、官公需（官公庁の契約）を積極的に進めるため、各府省の「福祉施設受
注促進担当者会議」を開催し、更なる官公需の促進を依頼するなどの取組を行うとともに、
2008年に「地方自治法施行令」（昭和22年政令第16号）を改正し、地方公共団体の契約につい
て随意契約によることができる場合として、地方公共団体が障害者支援施設等から、クリーニ
ングや発送作業などの役務の提供を受ける契約を追加する措置を講じた。
　また、「障害者優先調達推進法」の施行（2013年４月）にあわせて、「予算決算及び会計令」
（昭和22年勅令第165号）を改正し、随意契約によることができる場合として、「慈善のため設
立した救済施設から役務の提供を受けるとき」を追加する措置を講じた。
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